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〈論 説〉
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特に障害者の権利保護に関する立法を中心に
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1は じめ に

本稿の目的は、すでに基本的な国際人権条約 に加入 しているタイが人権保障

のために国内法をどのように整備 してい るか、中で も障害者の権利保護につい

て どの ような法律を制定 しているかについて これを明 らかにすることである。

タイはすでに、 「市民的および政治的権利に関する国際規約」を1967年9月29
1)

日に署名1996年10月29日 に加入、 「経済的社会的および文化的権利に関する国
2)

際規約」 を1967年9月29日 に署 名1999年9月5日 に加 入 、 「女性 差 別 撤廃 条 約 」
3)

を1987年1月23日 に署 名1985年8月9日 に加 入 、 「こ どもの権 利 条 約 」 を1990
4)

年9月18日 に署 名1992年3月27日 に加 入 、 「入 種 差別 撤 廃 条 約 」 を1996年5月
5)

5日 に署名2003年1月28日 に加入 している。 さらにタイは、2006年12月13日 、

「障害者の権利及び尊厳を保護 ・促進す るための包括的総合的な国際条約」いわ

ゆる障害者権利条約が国連総会で採択され、翌2007年3月20日 、署名のために
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6)

開放 された際、同日この条約にも署名 している。

だが一方で、1982年 、第37回 国連総会で 「国連障害者の10年(1983年 一1992

年)」宣言および 「障害者に関する世界行動計画」が採択され、タイもこれに従っ

た障害者政策の国内的実施が求められたが、タイの障害者関連立法が成立す る

のは1991年 の障害者能力回復法の公布を待たねばならなかった。その後、同法

に基づいて設置された障害者能力回復委員会 は、第8次 国家経済社会発展計画

(1997年 一2001年)に 従って国家障害者能力回復計画1997年 一2001年 を策定 し、

続 く第9次 国家経済社会計画(2002年 一2006年)で は、国家障害者能力回復計
7)

画2002年 一2006年 を発表 した。

この第8次 国家経済社会発展計画の開始 した1997年 には、新たな憲法が公布

されたが、憲法起草過程でタイの障害者団体の意見が採用 され後述するように

障害者の権利保護に関する条文が規定 された。 さらに、 この障害者の権利保護
8)

の潮流 は翌1998年12月3日 のチュアン首相の障害者権利宣言の署名に結実 した。

その後、国際社会では前述の国連障害者の人権条約が成立 したが、その後のタ

イの障害者立法に大 きく影響を与えたようである。事実、昨年来(2006年)、1991

年障害者能力回復法を廃止 し、一層、障害者の権利保護 に視点を当てた内容の

新法を制定する作業が進んでいる。

本稿では、以上のようなタイの障害者政策を立法面か ら検討するため、 まず、

1997年 憲法お よび2007年 新憲法における障害者に関す る条項を指摘 し、次 に、

前述 の現行障害者能力回復法 とその改正法案を比較 する。最後 に、関連立法で

ある不当差別禁止法案にっいて考察を加 えたい。

9)

21997年 憲法と2007年 新憲法の障害者に関する規定の比較検討

1997年 憲法は、その第30条 で人に対す る不当差別を禁止する条文を置いてい

る。すなわち同条 は、「出生地、人種、言語、性、年齢、身体特徴や健康状態、

門地、経済的ない し社会的地位、宗教的信条、教育、憲法規定に反 しない政治
]0)

思想の違いによる不当な差別は これをお こなってはならない」 と規定す る。

また、同第55条 では、「障害者 は国か ら公的な便宜や支援を受ける権利 を有す

る」と明記されている。また同80条 後段では、 「国は障害者の生活の質が向上 し、
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11)

また自立できるように支i援しなければならない」 ことが定められた。

このように1997年 憲法は、障害者の権利保護について3つ の条文を用意 して

いる。特に第55条 と第80条 後段は、障害者 に特定 した条文であることは注 目す

べきことである。
12)

一・方
、先頃成立 した2007年 新憲法(以 下、新憲法)で は、1997年 憲法第30条

がそのまま維持 されてい る。さらに、 これ以外にも障害者 に関す る新たな条文

が追加 された。まず、新憲法第40条6項 で 「こども、青年、女性、高齢者ある

いは障害者 は、訴訟審理において適正な保護を受 ける権利を有 し、かつ性暴力

事件において適切 な扱いを受ける権利 を有する」 と規定された。

この条文は、いわゆる社会的弱者が適正な訴訟審理を受けることができる権

利を保護す る内容であ り、特 に、性暴力事件 において被害者が訴訟審理過程に

おいて、2次 被害を受 けないよう配慮 したものである。

また新憲法第49条 前段では、 「国が全土的に良質の無償教育を少な くとも12

年間実施するにおいて、人はこれを平等に受 ける権利を当然に有する」 とし、

続 く後段では、「貧困者、障害者あるいは困窮者は、上記の権利および他者 と同

等の教育を受けるために国から支i援を受ける権利 を有す る」 とされている。

さらに、第54条 では、 「障害者は、福利、公共上の便宜および国か らの適切な

支援 にアクセスしそれ らか らの利益を享受す る権利を有する」 と規定されてい

る。

さらに、第80条 では、「国は以下に規定す る社会、公衆衛生、教育、文化の各

分野の政策 にしたがって これを実施 しなければな らない」 とし、その第1項 で

は、高齢者、貧困者、障害者、困窮者の生活の質が向上 し自立することができ

るように支援 し福祉を整備するこが定められている。

最後に152条 において、 「法律案の審議の際、 こども、青年、女性、高齢者あ

るいは障害者 に関する重要事項が存在す ると下院議長が判断 したにもかかわら

ず、下院がそのような審議をおこなわない場合 は、下院に対 して上記の人々に

関わる民間団体か らの代表が委員全体の3分 の1と な り、その男女比がほぼ同

数 となるような特別委員会 を設置する」 と規定 している。

以上の ように、新憲法では、障害者 を含んだ社会的弱者の権利保護に関す る

規定が6条 あ り、1997年 憲法 よりも3条 多 くなっている。新憲法 については、



26

13}

国民から広 く意見 を聴取 しているので、

れたもの と考えられる。

このように障害者の権利保護が強調さ

3障 害者能力回復法と障害者生活向上法案の比較検討

3-1法 案の成立経過
i4)

タイでは現在、障害者に関する法律 として、1991年 障害者能力回復法が効力

を有 しているが、先頃、 これに替わる新法を制定するため、社会発展 と人間の
エら　

安全省 は、 「障害者の生活の質の向上 と発展 に関する法律案」(以 下、障害者生
16)

活向上法案)を 作成 した。そ して、2006年1月17日 、政府はこの法案に関する

3っ の基本方針 を閣議決定 した。それらは第1に 、本法に基づ き障害者身分証

明書 を持つ者が、国か ら公共上の便宜およびその他の支援 を受けることができ

ること、第2に 、障害者の生活の質の改善 と向上に供する基金制度を設けるこ

と、第3に 、国に障害者の職業機会の向上 と促進に関する部局を設置す ること

の3点 である。 この閣議決定を受 け内閣官房事務局 は、同月27日 に法制委員会

事務局 に対 して同法案を精査するよう指示 した。障害者生活向上法案の検討に

際 しては、社会発展 と人間の安全省、財務省、情報伝達技術省、内務省、労働

省、教育省、予算局、最高検察局か らそれぞれの代表者か ら構成され る委員会
17)

で検討 された。 こうして、今年(2007年)3月 に障害者生活向上法案が成立 し

たのである。

3-2法 案内容の比較検討

次 に、障害者生活向上法案(以 下、本法案)の 内容について現行法である障

害者能力回復法(以 下、現行法)と 比較 しなが ら検討 してみたい。

現行法の条文数は20条 であるが、本法案は全41条 であ り条文数が倍加 してい

る点が、 まず注 目される。

第1条 は法律の名称である。本法案 は 「障害者の生活の質の向上 と発展 に関
18)

する法律」案 となってお り、現行法では 「障害者能力回復法」である。 この こ

とか ら、本法案では、障害者の生活 とその質の視点が付加 されていることが分

か るが、法制委員会事務局 によると、 「より適切にするため」に法律名 を変えた
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19)

と さ れ る 。

【定義規定】

本法案でいう障害者 とは、 「視覚、聴覚、動作、伝達、精神、情緒、行動、知

能、学習において障害があるため、 日常生活 において仕事がで きない、あるい

は社会参加ができず、0般 人 と同様 に日常生活 において仕事あるいは社会参加

ができるためには、各種の特別の援助 を受 ける必要がある者をい う」(第4条)

となっている。一方、現行法の障害者の定義は、 「省令で規定された分類に従い、

身体、知能、精神面で異常 ない し欠陥を持つ者を言 う」である。 ここか らも分

か るように、本法案では、障害者 を積極的に社会の一員 として扱 うという人権

尊重の視点が見 られる。

次に、 「障害者の能力回復」 とは何かが定義されている。それによると、 「社

会において働 く機会 や生活が健常者 と平等になるよう、医療、教育、社会、職

業訓練 を通 じて、障害者の能力が向上することをいう」 とある。 これは、現行

法 と全 く同じ規定内容である(現 行法第4条)。

次 に、 「生活の質の向上 と発展」 とは何かが定義されてお り、それは、 「障害

者の能力を向上させ ること、障害者 を支援す ること、そ して健常者 と同様 に尊

厳をもって社会 に利益 をもた らす ことがで きるように障害者の 日常生活におけ

る社会参加 を促進す ること」をい う。 この定義規定は、現行法にはなかったも

のであ り、本法案では、障害者の 「生活の質」 という価値に着 目していること

が分か る。

【障害者生活向上委員会】

第5条 は、障害者の生活の質の向上 と発展に関する国家委員会(以 下、障害

者生活向上委員会)の 規定である。それによると、障害者生活向上委員会は、

首相が委員長、社会発展 と人間の安全省大臣が副委員長 とな り、以下の委員で

構成 され る。国か らは、財務省、観光およびスポーツ省、社会発展 と人間の安

全省、交通省、情報伝達技術省、内務省、法務省、労働省、教育省、公衆衛生

省の各次官、および予算局事務長が委員 となる。民間か らは、各障害者団体の

代表合計7名 以内が委員 となるが、各団体に所属する障害者数を勘案 し内閣が
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任命する。 さらに内閣は、民間か ら4名 の識者を委員 として任命する。なお、

児童 ・青年 ・弱者 ・障害者および高齢者の福祉増進 と保護局(以 下、障害者等

保護局)事 務長 は、本委員会の構成員であ り事務局長 を兼任する。(第5条)。

これに対 して、現行法では、 「障害者能力回復委員会」の設置が規定されてい

る。ただ し、委員長 は首相ではな く内務大臣である。本法案では障害者政策立

案に首相自らが参画する制度 となっている。 この点について、法制委員会記録

は、 「障害者の生活の質の向上 と発展については、国家 レベルでの計画策定 にな
`LO)

るので、関係各省間の調整が無 ければな らない」 と述べている。

一・方
、障害者生活向上委員会の委員に障害者団体の代表が参画する点につい

ては、 「障害者の権利を擁護 するにおいて一層利益 となる」からであると指摘 し

ている。

このように、首相が委員長に就任す るということ、そして、障害者生活向上

委員会の構成員に障害者団体の代表が含 まれ るということは、現政府が障害者

政策をより重要視 している証左であると言える。

第6条 では、7項 目にわたる障害者生活向上委員会の権限が規定 されている。

第1に 、内閣に対 して障害者の生活の質の向上 と発展に関する政策 と基本計

画を提案することである。

第2に 、本法案の諸条項に規定されている諸大臣に助言を与えることである。

関係諸大臣には、第19条1項 に基づき公衆衛生大臣、同条6項 に基づ き情報通

信大臣、第29条 および30条 前段に基づき労働大臣、第33条 に基づ き社会発展 と

人間の安全大臣が該当する。

第3に 、国の機関や民間の関係団体 に対 して障害者の生活の質 についての援

助、向上、発展 に関する規則および方法 を策定す ること。 この点 について、現

行法では、規則や方法を策定する権限は規定 されていない。つ まり、本法案で

は、障害者生活向上委員会に現行法に比べ より強い権限が与えられていると言

えよう。

第4に 、障害者に対する不当差別があった場合、 これを取 り消す命令あるい

は当該行為を禁止する命令を出す こと。 この規定 も現行法にはないものである。

この条文は、1997年 憲法および新憲法案で規定 された不当差別禁止の条文が具

体化 された ものである。
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第5に 、障害者の生活の質の向上 と発展に関する国あるいは民間団体の事業

支援 を検討す ること。 この条文 も現行法 にはない ものである。つ まり、本法案

では障害者の生活の質の向上をより具体化するという視点か ら起草 されている

と言 える。

第6に 、以下の事項 に関する規則を制定す ること。①障害者基金の管理、運

用、処理に関する規則お よび障害者の生活の質の向上 と発展のための支出を検

討 し許可を与 える規則、②障害者基金の財政状況 と管理状況についての報告書

の作成 に関する規則、③障害者基金への入金、支払、管理お よび高額債務の削

減に関する規則、④ その他本法を実施するために必要な規則。

次 に、第7条 から第11条 は、障害者生活向上委員会の委員に関する規定であ

る。同委員会の委員の任期 は3年 であ り再任 され ることが可能である。 この障

害者生活向上委員会の会議は最低年3会 開かれなければならない(10条)。 一方、

現行法の障害者能力回復委員会の委員の任期は2年 である。現行法 より本法案

のほうが、委員の任期を1年 長 く設定 しているとい うことは、各委員の障害者

政策 に携わる期間を延ばすことにより、障害者施策への取 り組が より安定的に

なるよう期待 されているためであろう。

第II条 は、障害者生活向上委員会 は各種の小委員会を設置す ることができる

と規定す る。 この小委員会の委員には、障害者身分証を持つ障害者 を少な くと

も1名 を委員 として任命 しなければならない。 この点は、現行法 と同じである。

第12条 は、障害者等保護局が、障害者 の生活の質が向上 し発展するための諸

施策をつかさどる権限を持ち、 また、障害者生活向上委員会の事務を所掌 し調

査研究 をお こなう責務 を有すると規定 している。そしてさらに、同保護局の具

体的な任務が次の ように規定 されている。

①障害者の生活の質が向上 し発展す るようにす るため、国の内外の関連諸機

関 と協力す ること。

②障害者 に関する資料 を収集 し保存す ること。

③ 障害者の生活の質の向上 と発展に関する計画案 を策定す ること。

④障害者の生活の質の向上 と発展に携わる者 に対する研修 をおこなうこと。

⑤障害者が職業 に従事す るために求職活動ができるようにす ること。

⑥障害者に関す る調査内容を普及 し広報活動の中心 となること。
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⑦国および民間団体がおこなった障害者の生活の質の向上 と発展に関する施

策や計画に したがった成果 を分析 ・考察 ・追跡調査 し、かつ評価 した結論

を障害者生活向上委員会 に報告す ること。

⑧職業の開発 と雇用について障害者が団体を組織す ることを促進 し支援する

こと。

⑨障害者の生活の質の向上 と発展 に供するために国あるいは民間団体 の雇用、

教育、職業 に関する諸組織の関係を調整すること。

⑩障害者の生産品あるいは製作品について広報すること。

以上の諸点は、現行法で もほぼ同じ内容である。

第13条 では、本法案の内容をつかさどる職員の任務が規定 されている。それ

らは、

①雇用者対 して労務管理上の事実や意見 を示させ証拠を提出させ るよう文書

で通知すること。

②関係者 に証言 させ るあるいは事実を陳述書で示 させ、 またはその他の証拠

や証人を提出させ るよう通知することである。なお、 この命令に違反する

者は、5000バ ーツの罰金 に処 される(第36条)。

第13条 の内容 は明瞭であるとは言えないが、第29条 以下で規定 される雇用者

の障害者雇用義務に関係する条文内容 と合わせて理解 しなければな らない。現

行法では、 この ような条文はないので、本法案は障害者の雇用問題についてよ

り注意 を払っていることが伺える。

【不当差別 の禁止】

本法案の特徴の一一つ として挙 げることがで きるのが、障害者への不当差別の

禁止 という現行法にはない規定である。すなわち、第14条 では、障害者に対 し

て不当差別 となるような国、民間団体、個人の政策、規則、措置、計画、方式

な どは、これ らをおこなってはな らない と規定する。本条 によると、 ここにい

う障害者に対 して不当差別 となるような行為 とは、 そのような行為を意図 しな

くて も、結果的にそのような不当差別 とな り、障害を原因 とするゆえに障害者

が得 られ るべ き利益を得 られな くなるような作為および不作為 を言 う。

ただ し、障害者 に対する不当差別が慣習上あるいは公衆の利益な どの側面か
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ら合理的理由のある場合の差別は不当なものではな く、必要 に応 じて これをお

こなうことができる。 この場合、行為者 は、障害者の権利あるいは利益を必要

に応 じてできる限 り救済あるいは回復する措置を講 じなければな らない。

上記のように、本条では、「不当差別 となる行為」についての若干の説明はあ

るが、 「不当差別」自体の定義はない。 この点、次節で述べる 「人に対する不当

差別 に関す る法律案」第3条 の 「不当差別」の定義が参照 されなければな らな

い 。

第15条 は、障害者への不当差別 によって被害 を受 けた障害者は、障害者生活

向上委員会に対 して当該行為 を取 り消すあるいは禁止する命令を求める権利を

有す ると規定 してい る。 この権利を有することで、当該障害者 の不法行為 によ

る裁判上の損害賠償請求権を失 うものではない。裁判所 は、当該障害者が被っ

た損害を金銭 に換算す る以外の形で認定する権限を有す る。当該障害者 に対す

る不当差別が極めて強い故意または過失に基づ くときは、裁判所は懲罰的損害

賠償 として実際に被った損害の4倍 を超 えない程度で認定することができる。

以上の請求権 について、損害を被 った障害者またはその後見人は、関係す る障

害者団体に代理行為 を依頼することがで きる(16条)。

以上のように、障害者 に対す る不当差別を排除 しようとい う強い意志が本法

案に散見 されるといえるが、0方 、合理的理由が存す る場合、特に慣習上で合

理的理由ある場合には、不当差別 は違法 とはならない という規定は、内容的に、

また解釈上で も問題 となる可能性がある規定 と言 えるだろう。

【障害者登録手続】

第17条 は障害者 として登録するための手続について規定 されている。それに

よると、首都バ ンコクに住む障害者については、障害者等保護局が登録手続の

事務を扱 う。バンコク以外の各県については、社会発展 と人間の安全省の各県

の出先機関が登録事務 を所掌する。障害者登録手続の詳細にっいては、第18条

において障害者生活向上委員会が別 に定めることになっている。一方、現行法

の障害者登録手続にっいては、第13条 および第14条 にほぼ同様の規定があるが、

登録事務 は障害者能力回復委員会が所掌するとされている。

一方
、実務面では登録手続 にかか る時間が長 く、障害者に負担がかかってい
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る現状を改善するために、障害者等保護局は、同局告示を2006年11月 に発 した。

その結果、手続段階 として8段 階、所要時間が480分 かかっていたこれ までの事

務手続が、現在では5段 階55分 に短縮 され、登録希望者の登録 にかか る負担を
2I)

軽減する措置が とられた。

【障害者の権利】

第19条 には、8項 目にわたって障害者が得 ることので きる権利が規定されて

いる。それ らは、

①障害者が その能力の向上をはか るためにサービスを受ける権利。

②普通学校あるいは特殊学校 で教育を受 ける権利。

③ 障害者の身体状態および能力に合った職業生活および職業訓練 に関する適

切 な指示、相談、援助 を受 けることがで きる権利。

④障害者が社会において受 け入れ られ社会的役割を担 う権利。

⑤国の諸機関による公共のサービスにアクセスす るために支援を受 け、また

法律分野の援助、および弁護士を探すための援助 を受ける権利。

⑥国の諸機関お よび国か ら補助金を受 けている民間団体か ら伝達 される情報

にアクセスする権利および情報技術やその他の便宜 を受ける権利。

⑦障害者が移動 した り公共施設で便宜を受 けた りするため、乗物やその他の

場所 において補助犬や歩行介助器機 その他の障害者介助器機をサービス料、

手数料、使用料を払 うことな く利用できる権利。

⑧重度の障害者で職業に就 くことができずかつ経済的に困窮 している場合、

障害者福祉手当を受給す る権利。 また、介護人のいない障害者は、国の機

関から住居および生活上の福利サービスを受 ける権利 を有す る。民間団体

がすでに住居および生活上で援助をおこなっている場合、国は当該民間団

体に対 して助成金 を支給 しなければならない。 さらに、障害者の介護人は

自分 自身のために、相談、紹介、介護i訓練、教育および就職 に関す るサー

ビスを受ける権利を有する。また、重度の障害者の介護人は、納税の軽減

あるいは免除を受けることができる。

以上の本法案に対 して、現行法では⑥項、⑦項、⑧項の権利内容は規定 され

ていない。
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【障害者基金】

第20条 は、障害者基金の規定である。障害者等保護局 に 「障害者の生活の質

の向上 と発展基金」が設置 され、障害者の生活の質の向上 とその発展、福祉、

能力回復、教育、雇用 などの事項 に使われる。障害者基金は次の項 目か ら構成

される。①1991年 障害者能力回復法第38条 によって移譲 された財産等、②国の

補助金、③寄付金、④事業収入、⑤第30条 に基づ く雇用者か らの拠出金、⑥基

金の利子利益、⑦基金の運用利益 などである。なお、上記の基金 は国庫への歳

入には算入 されない。 また、基金 に寄付をした者は、税の免除を受けることが

できる(第21条)。

第22条 では基金管理委員会の設置が規定されている。その構成 員は、社会発

展お よび人間の安全省事務次官が委員長、障害者等保護局事務長が副委員長 と

な り、委員には、公衆衛生省、予算局、中央会計局の各部署か らの代表、委員

会が任命する学識経験者5名 および障害者支援保護局事務局長である。なお、

学識経験者の中に、障害者団体、障害者介護者 団体、障害者の生活の質の向上

と発展に関係する民間団体か らそれぞれ1名 ずつが委員 として含 まれることに

なっている。

第26条 では、基金監査評価委員会の設置が規定 されている。委員は7名 であ

る。 その構成 は、委員長1名 、事務局長1名 、そして学識経験者5名 で、 この

5名 の中には、障害者が1名 入っていなけれぼならない。

一方
、現行法では、 「障害者能力回復基金」を設置する規定はあるが、それを

管理 ・運営す るについては、財務省の助言を得なが ら障害者能力回復委員会が

別に規則で定めるとい う条文 しか規定されていない。 また、基金管理委員会に

ついて も現行法には定めがない。 また、基金監査評価委員会の規定 もない。 し

たがって、本法案では障害者基金の管理 ・運営にっいて一層責任 の所在が明確

になっている内容であると言える。

【障害者雇用義務】

第29条 では、雇用者の障害者を採用する義務が規定 されている。民間の雇用

者および国の諸機関は適切な割合で障害者を雇用 しなければな らない。雇用 さ

れるべき障害者の割合については、労働大臣が省令で別に定めることになって
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いる。

これに対 して現行法では、障害者の保護 と福祉のために所轄大 臣は、民間の

雇用者が適切 な割足で雇用するもの とする、 と規定 されている。つま り、民間

の雇用者に対する定めであ り国の機関は対象外になっている(現 行法第17条 の

2項 前段)。 したがって、本法案は障害者の雇用の機会拡大 にとって大 きく寄与

するものであると言える。

第30条 は、29条 で規定 された内容の とお りに障害者を一定程度で受け入れな

い雇用者が労働省令で規定 された金額を納付することで この義務を免除される

規定である(同 条前段)。 この納付金にっいて未納、納入遅延、不完全納付の場

合、雇用者 は、未払いの部分につき年7.5パ ーセ ントの遅延金を納めなければな

らない(第30条 中段)。 障害者を雇用する雇用者および基金に資金を拠出する雇

用者 は、障害者1人 あた りの賃金あるいは基金への拠出金 に対 して別 に法律で

定める割合で税の免除を受 ける権利を有する(同 条後段)。 上記 と類似の規定は、

現行法にもある(17条2項 後段および第18条 後段)。

次 に、第31条 では、第29条 に従い障害者 を雇用する意思のない国の機関や、

障害者を雇用せずかつ基金への納付金を納めることも希望 しない民間雇用者 は、

障害者 あるいは障害者の介護人が障害者の製作 した商品を販売する場所、ある

いは障害者のお こなうサー ビスを提供する場所 を設 けること、あるいはまた、

障害者の仕事 を支援する請負人を用意するあるいはその他の援助をおこなうこ

ととされている。

現行法に上記 と同様の規定はない。なお、本法案では、障害者等保p局 が、

29条 、30条 、31条 の遵守件数 と不遵守件数を公表する権限を有す ることは注 目

に値するであろ う(第35条 前段)。

第32条 では、障害者等保護局が、30条 で規定 された基金への納付金 を納めな

い雇用者の財産 を差 し押 さえるため、文書命令を発する権限を有する と規定 さ

れている。 この命令を発することのできるのは、一定期間内に基金への納付を

促す督促状 を郵送 しかつ納付 されなかった場合でなければな らない。一定期間

内 とは督促状を受領 してか ら30日 以上の期間を空 けた期間である。

第34条 では、被雇用者の80パ ーセン ト以上でかっ年度内において180日 以上

の期間で障害者 を雇用する雇用者は、別 に法律で定 める規定に従って免税措置
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を受ける権利 を有すると規定する。

上記2つ の規定 について も、現行法では類似の条文 はない。

【バ リアフリー化】

第33条 では、社会発展 と人間の安全省 は、特に障害者が利用する施設や障害

者にサー ビスを提供する建物の形状、場所、乗物、その他の公共サービスに関

する省令を発することができると規定されている。障害者 に対するこのような

施設等を提供する建物、乗物の所有者やその他の公共サービスを提供する者 は、

これに出費 した費用 にっき別に法律で定める割合で免税 される権利を有する。

その免税率 は、施設の設置にかかった費用の2倍 であ り、その額を当該年次の

経常収益 ない し純利益か ら差 し引 くことができる。

これ と類似の規定は現行法第17条1項 および第18条 に見 られ る。

4不 当差別禁止法案

すでに見たように、障害者生活向上法案第14条 では不当差別の禁止が規定 さ

れているが、不当差別の定義が明確 には定 まっていない。また、1997年 憲法お

よび新憲法第30条 も同様 に不当差別 を禁止する規定があるのみで、不当差別 と

は何か という明らかな規定がない。また、実生活上、障害者の雇用 において不

当な差別 を受 けることがないように国は法的措置を講 じる必要がある。そこで、

本年(2007年)、 タイ政府 は、 「人に対す る不当差別に関する法律案」(以 下、不

当差別禁止法案)を 策定 し、現在、審議 に付 されている。 この法案の立法趣 旨

としては、憲法上で不当差別に関する規定が置かれているものの、実際には依

然 として不当差別が見 られるので、 この法案 によって憲法の定める内容が一層
22)

現実化 され る必要があるとい うものである。 この法案は、障害者のみを対象に

置いたものではないが、障害者雇用制度に極めて大 きな影響 を与えるもの と考

えられ る。以下では、その内容を見てみたい。

第3条 では、不当差別の定義が置かれている。それによると、 「不当差別」 と

は、 「人に対 して直接的に差別す る意図はないが、その行為の結果 として、人が

得 られ るべき権利ないし利益を失 うような作為 ない し不作為あるいは行動の選
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択 を特定す る行為、あるいは、他人 と差違をつけることによって人が適法に有

する権利ない し利益に対 して影響 を与 えるような結果をもた らす作為 ない し不

作為 あるいは行動の選択を特定する行為の ことであ り、出生、人種、言語、年

齢、身体障害あるいは健康障害、門地、経済的社会的地位、宗教的信条、教育、

憲法規定に反 しない政治的思想における差違を有することを理由 として、 これ

らの者を援助す ることができるにも拘わ らず適切な理由に基づ く援助を拒絶す

ることであ り、不当差別 を扇動、脅迫、誘導す ることを含むものである。」

この定義規定は、すでに見た1997年 憲法第30条 および新憲法第30条 の不当差

別禁止規定や障害者生活向上法案第14条 の解釈に とって極めて重要な条文であ

る。

次に不当差別禁止法案では、 「被害者」にっいての定義が ある。被害者 とは、

直接的に不当差別で被害 を受けた者だけではな く、その者の両親、配偶者、親

戚、後見人、介護人、関係団体 も含むと規定 されているが、不明瞭な定義内容

であるので、法律案が修正 される可能性が残っている。

第6条 では、不当差別によって被害を被 った者は、国家人権委員会 あるいは

各法令で定め られている委員会 に対 して次のいずれかあるいは複数の項 目を実

施するように裁定を求めることができるとされ る。 それ らは、①和解勧試、②

不当差別の存在の認定、③被害者に対する救済措置 として作為あるいは不作為

命令、④被害者 を代理する訴訟の提起である。 もっ とも、被害者の求めがな く

とも委員会はこれ らの中か ら適切 な措置を選択することができる。

なお被害者 は、裁定を求めず とも裁判所 に提訴す ることができる。また、委

員会の裁定 に不服がある当事者 は訴訟 を提起す ることができる。

第7条 は、民間団体あるいは個人による不当差別によって被害を被 った者 は、

普通裁判所 に提訴する権利を有 し、その判決に不服の者 は、最高裁判所 に直接

上訴することができると規定されている。一方、国の機関あるいはその職員 に

よる不当差別によって被害 を被 った者は、行政裁判所 に提訴す るもの と規定す

る。

第8条 では、不当差別の被害者が普通裁判所 あるいは行政裁判所 に求める請

求の趣 旨が示めされている。それ らは、①不当差別行為にあたる部分 を取 り消

すか停止する判決 または命令、②団体あるいは個人による不当差別行為 を禁止
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する判決 または命令、③ 当該不当差別が不作為 によるものである場合、特定の

行為をお こな うことを命 じる判決 または命令、④当該不当差別によって被った

損害あるいは侵害された権利はいかなるものかを明示す る判決 または命令、⑤

民法上の不法行為 に当たるか否かに関わ りな く、当該不当差別 に対する損害を

賠償す る判決 または命令である。

さらに、当該不当差別の態様 を鑑みると、裁判所が①か ら③の方法によって

は被害者の権利 を保護することが適切でない と判断す る場合は、裁判所は独 自

に損害の存在 を認定す ることがで きる。

第9条 は、第8条 に掲げ られている権利請求の消滅時効が規定 されている。

すなわち、被害者は、不当差別があったことを知 りかつ当該行為の行為者を知っ

た ときか ら2年 以内に提訴 しなけれぼならない。

第10条 では、本法案 に基づ く提訴に関 しては、その訴訟費用 は無料 とする規

定である。

第11条 では、本法案 に基づ く訴訟 においては、それが簡便、迅速、公正 に行

われるよう最高裁判所長官 または最高行政裁判所長官は、訴訟手続規則 を策定

す ることがで きると規定 されてい る。

第12条 では、上記訴訟の審理においては、当事者の善意悪意性、行為の慣行

性、行為の態様、行為の必要性、被害の態様 ・規模 などを考慮 して審理 しなけ

れぼな らない と規定す る。

最後 に第13条 で、監督大臣は、不当差別を防 ぐために、 また人が公平かつ正

当に権利 と自由を享受できるための措置 を講 じるもの とすると規定 されている。

以上のように不当差別禁止法案では、障害者に関する内容のみならず、広 く

不当な差別 を防ぎ、あるいは現に不当差別を受 けている者 に対す る救済手続の

基本枠組みを設定する内容 となってお り、成立後のタイ社会での実効性が期待

されるものである。

5お わ りに

以上、1997年 憲法および新憲法の障害者規定、障害者能力回復法および障害

者生活向上法案そして不当差別禁止法案 を考察 して きたが、 ここで結論できる
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ことは、次の諸点であろう。 まず、 タイは人権諸条約 に比較的早 くか ら加入 し

ていたものの、その総合的な障害者政策およびその具体化 としての法律の制定

は、1991年 の障害者能力回復法を待たねばならなかった とことである。そ して

その後、1997年 憲法で障害者の権利保護 に関する規定が明記された。 こうして

障害者の権利 を保護する思想的潮流 は、 タイの国連障害者の権利条約への加入

を経て障害者の権利保護をより重視 した新憲法の制定につなが り、 さらに現在

審議中の障害者生活向上法案 と不当差別禁止法案の成立へ と広がってきたので

ある。

次に、近時の立法 は障害者の権利保護をより一層強めてい ることである。特

に、障害者の雇用について、不当差別が起 こらないように工夫がされ、 また障

害者 を積極的に雇用す るような仕組みも導入されている。た とえば、障害者を

雇用する雇用者 には免税の得点を与えることな どである。ただし、障害者基金

に納付金を納めることによ り障害者を雇用 しないことが可能 となる法内容 は、

タイの実利的思考方法 を象徴 しているとも言えようが、 この方法が一一般的にな

ることは法の趣 旨に反する。 したがって、将来なんらかの対策 を講 じる必要性

が生 じることもあると予想 される。

さて、以上の ような法律の整備 と同時に、一方で、行政当局 は障害者政策の

改革に努力 していることが伺える。た とえば、障害者登録作業 について見てみ
　

よう。 タイの総人 口は、2005年 の統 計 に よ る とお よそ6200万 人 で あ り、2002年
24)

の統計ではタイ全土の障害者数は101万 人 となっていたが、障害者 として登録 さ
25)

れている件数 は、2007年6月13日 現在で、64万5180件 である。 したがって、す

でに6割 以上の障害者が障害者登録 を済ませていると考 えられ る。 この ように

漸進的ではあるが、障害者登録者制度 は機能 してい る。

障害者登録数の増加 に寄与 している仕組み として次の ものが挙げられる。そ

れは・障害者 に対する0層 のサー ビス向上を図るため、2005年8月17日 、公衆

衛生省 と社会発展 ・人間の安全省が障害者に対する医療 ワンス トップ制度の導

入のために結んだ合意である。 これは、障害者登録 と医療サービスが病院で行

われ るようにする内容の合意である。調査によると、タイ全土75県 中、40県154

カ所 と首都バンコクで1カ 所の病院が このワンス トップサービス体制 をすでに

整え・障害者への行政サー ビスの向上に工夫が凝 らされているようである。 こ
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こでも人権保護の国際的義務を着実に果たしてきたタイの努力を垣間見ること
26)

がで きる。

タイは南方上座部仏教国である。慈悲の精神を貴ぶ国民性 は、毎早朝の托鉢

僧への供物を捧げる行為や週末に寺院に詣で る習慣か らも伺い知 ることがで き

る。だが、 この思想 と行動様式は、障害者政策にマイナスの働 きを生 じさせた

ことも事実である。つま り、障害者 は 「社会的弱者」であ り、 タイ人 にとって

特 に哀れみの感情をもって障害者 に慈悲を施す ことは通俗的一般的には善であ

り徳 を積む行為 として認識 される。だが0方 で、障害者 は、過去に罪業を犯 し

た結果 として現世で障害者 として生 まれたのであると捉えられ、積極的に障害

者の主体性ない し自立性 を尊重 しそれを開発するとい う思考が醸成 されに くい

思想的土壌が存在す る。そ してさらに、 このようなタイ人の仏教的寛容ない し

慈悲の精神は負の作用 として働 き、障害者の真に必要なものは何か ということ
27)

を熟慮 させない思考方法 として作動す るのであるとの指摘 もある。

た しかに、タイの伝統的思考のもとでは障害者 は施 しをうける 「客体」であっ

た といえな くもないであろう。だが、 タイの国際人権諸条約への加入 とそれを

国内的に実施するためのこれまでの漸進的過程お よび、特に、近時の障害者の

人権保護 の世界的潮流 とそれを受 けた障害者立法の整備は、 タイ社会 において

障害者を真に権利の 「主体」 として積極的に認識する契機 をもた らしていると

言えるであろう。
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